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ヨ剿 承 衍 （韓国 ・仁荷大学校）

1　 は じめ に

　1960年代か ら現在に至る まで 、日本 を含む東ア

ジア は、欧米の 先発国に対する後発国 の キ ャ ッ チ

ァ ッ プを研究す る経済学者たちの 関心 の 的 とな っ

て きた 。 特に、1960年代後半に 日本が先進国へ の

仲間入 りを果 た し、1980年代に南米の 国 々 が高イ

ン フ レ と政 治的 混乱 に 見舞わ れ て 失速 して か ら

は 、世界 の 関心 が韓 国 を含 む ア ジ ア NIEs と

ASEAN 諸国 に 集中した とい っ て も過言 で は ない

だ ろ う 。

　 と こ ろ で 、1997年に こ れ ら の 国々 を襲 っ た ア ジ

ア 通貨金融 危機 の 影響 の 下 で 、世界の 関心 は次第

に 急成長 を続け て い る 中国 に移 っ て きて い る。し

か し 、 その後の ア ジ アNIEs とASEAN の経済回復

や 、
ベ トナ ム の ような後発途 上 国の 市場経済化の

急進展 もあ っ て 、再び東ア ジア 全般 に 関す る 関心

が高ま っ て きた とい えよ う。

　 こ の よ うな東ア ジ ア諸国の 高 度成長 の 中 で も、

戦後 の 日本を上 回 る ス ピードで 高度成長 を遂 げ た

韓国経済 は と りわ け大きな注 目を浴 び て きた 。 本

稿で は、韓 国 の 技術発展と貿易拡大 とい う 2 つ の

側面か ら経済成長を検討する こ とを目的 と して い

る。つ ま り、近代化が始まっ た 1960年代以 降 の 韓

国の 産 業技 術発展 の 成果 と 限界に つ い て 分 析 し、

また 日本 と の 間 の 貿易構造 の変化を明らか にする

こ と、 こ れが本稿 の 狙 い で あ る 。

　なお、本稿 で 日韓貿易構造 を取 り上 げる の は 、

以下 の理由か らで あ る 。 韓国 の貿易 の 拡大過程に

お い て 、日本か らの 機械 や 部品な どの 資本財 の 輸

入 と 、 ア メ リ カ へ 向けて の 完成品 の 輸 出は、最 も

重要な意味を もっ て い る 。 こ の うち、韓 国 の 技術

発展 の 観点か ら見る と、ラ イセ ン ス 技術や機械 ・

部品技術 を最も大 きく依存 して きた 日本 の 重要性

が特に大 きい 点が 、 まず挙げ られ る。そ の 上、韓

国の 対 日貿易赤字 の 拡大
・
累積が 、 韓国の貿易構

造上 の 最大 問 題 で あ る と同 時に 、 現 在の 日韓

FTA の 締結 を妨 げる最大要 因であ る と認識 して

い る か らで あ る 。

　韓国の 技術発展 と対 日貿易構造は 、 密接な相互

関連 をもっ て い る。つ ま り、韓国 の 技術発展に よ

っ て 日韓貿易構造は高度化 したが、他面 で 日韓貿

易 の 拡 大は韓 国の 技術発展過程に 大 きなイ ン パ ク

トを与 えた の で あ る 。 従 っ て 、急速 に 行 われ た韓

国 の 技 術発展 を日韓貿易構造か ら照射す る こ と に

よ っ て 、そ の 成果 と 限界が 浮 き彫 りに され よ う。

こ うした貿易
・
技術関係を分析する こ とが、本稿

の もう
一

つ の 狙 い で あ る ，

　本稿 の 構成は次の と お りで ある。まず第 2 章で

は、韓国 の経済成長 に 関す る代表的な先行研 究 を

踏 ま え な が ら、なぜ 本稿 で は技術発展 と貿易拡大

キーワ
ー

ド ：

韓 国 の技術発展、日韓貿易構造、発展途上国的な技術発展 パ ター
ン、産業内貿易 、日韓 FTA
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と い う 2 つ の 要因 に 絞 っ て 分析を行うの か に つ い

て 述 べ て い る 。 次 に第 3 章 で は、1960年代以降の

約 40年 間 に わ た っ て 行 わ れた韓国 の 技術発展に つ

い て 、各時期 の 経済成長を担 っ た中心産業 に お け

る 技術発展とそ の 技術的特性に つ い て 分析 して い

る 。 そ して第 4 章で は 、日韓貿易構造の 変化と機

械産業に お け る産業内貿易 につ い て 分析す る 。 あ

わせ て、日韓貿易構造 の 変化 か らみた場合 の 韓 国

の技術発展 の 特性 に つ い て 考察 して い る 。 最後 に

第 5 章で は 、 本稿 で の 分析が 口韓 FTA に 対 して

示唆する点に つ い て 論 じて 結 び に かえた い 。

2　韓国経済の成長要因に関する先行研究

　1960年代初め以来の韓国の 経済成長 の 実績を見

る ため、 6次に わ た っ て 行われた経済 開発 5 力年

計画を中心に 、 主 なマ ク ロ 経済指標 の 推移 を取 り

出して み た の が表 1 であ る 。 こ の 表を通 じて、約

40年間に わ た っ て 、 い かに韓 国経済が急速 に 成長

して T一業国家へ と変貌 し た か が よ く分か る 。

　韓国の 経済成長に対する 世界の 関心が高ま る に

つ れ て、そ の 成長要因 に 関する 研究も増えて きた 。

そ れ らの 諸研究か ら得 られた主な成長要因 として

は、政府政策、技術発展、貿易と りわけ輸出 の拡

大、物的 ・入的資 本 の 形成等が挙げ られ る。以 下

で は、こ れ らの要因 に関する代表的な先行研究に

つ い て 紹介 して お こ う。

　第 1 に 、韓国政府の産業政策の 有効性をめ ぐっ

て の 議論で あ る
V 。まず、韓国 の 政府政 策の 重要

性 を強調する見方と し て は 、 Amsden （1989＞ の

「政府調整的な見解」が注 目に 値す る 。 彼女 は、

韓国 の初期産業化課程における市場 の 失敗 を是正

する た め に政府の 介入は不可欠 で あ っ たとした上

で、韓 国を含む東ア ジア の 政府は、産業の 発展を

促進 する ため に 意図的に価格メ カ ニ ズ ム を歪め る

こ とに よ っ て 、目標の 完遂 に 成功 した と述 べ て い

る
2）

。

　こ の 見解が 政府 の 強力な リ
ー

ダ
ー

シ ッ プを抜 き

表1　韓国の主要経済指標

GNPGNP 成長率
1 一

人当りGNP 国際収支 佰 万 ドル ） 産 業構造 購 成比、％）

〔名臥 億 ドル ） （実質 、％） （名目、ドル ） 輸 出　1 輸 入　2経常収支 農林漁業 2 鉱工 業　2 その 他

1962年 23 2，2 87
　 I　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 I

55　1　　　　422 　2　　　　 −56
　 　 I　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 I

37，0　2　　　 16．4　：　　　 46．6

第 1 次
2

第 2 次
2

3694 7．89

．6

125289
　 　 　 I　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 I
　 　 　 I　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 I

　250　1　　　　 716　1　　　 −103
　 　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1
　 　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 」
1，068　旨　　2β94　1　　　−848

　 　 I　　 　　　　 　　　　　 　　 I
　 　 」　　 　　　　 　　　　　 　　 1
34．8　1　　　 20．5　1　　　 44．7
　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1　　 1　　　　　　　　　　　　　1

26，8　1　　　 22．2　1　　　 51，0
　 　 ！　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1

第 3次
2

第 4 次
2

287670 9．75

．8

　8021

，741

　 　 　 I　　　 　　　　 　　　　 　　 l

7，715　2　　 8，774　1　　　−314
　 　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1
　 　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1

21，254　1　 26，131　E　　−4，646
　 　 　 亅　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1

　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1

23．6　1　　　 28．7　：　　　 47．7
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 」

15，6　1　　　 313 　i　　　 53，1
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1

第 5次
2

第 6 次
21

ρ542

，920

8．610

．02

，5686

，745

　 　 　 l　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 I

347 で5　1　 3t584　2　　 4，617
　 　 　 1　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 1
　 　 　 r　 　　 　　 　 　　 　　 　 　 I
71，870　1　　81，525　1　　−8，728　　　 1　　　　　　　　　　　　1

　 　 I　　　　 　　　　 　　　　 　 L

11，5　2　　　 32．6　2　　　 55，9
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1
8．4　1　　　 32．1　1　　　 59．5

　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1

1995年

2000年

2001年

4，5265

ρ964

，811

8．78

．53

．8

10，037

｛0β4110261

　 　 　 　 I　　 　　 　 　　 　　 　 　　 I

123203 　2　131，589　：　　
−8，948

　 　 　 　 1　　 　　 　 　　 　　 　 　　 1

172271 　2　160，481　2　　11，790
　 　 　 　 1　　 　　 　 　　 　　 　 　　 1
　 　 　 　 1　　　　 　　　　 　　　　 　 1

150，442　1　141」05　1　　 9，337　　　　1　　　　　　　　　　　　1

　 　 l　　 　 　　 　　 　 　　 　　 I

6．6　
1
　　　 30．3　1　　　 63．1

　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1

4．9　1　　　 29．8　2　　　 65．3
　 　 1　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1
　 　 1　　　　 　　　　 　　　　 　 1

4．5　」　　　 28．O　I　　　 67．5
　 　 ト　　 　 　　 　　 　 　　 　　 1

2002年

2003年

5，4766

ρ61

7．03

．111

，49312

，646

　　　　1　　　　　　　　　　　　1

162，475　1　152 ，131　1　　10，344
　 　 　 　 1　　 　　 　 　　 　　 　 　　 1

　 　 　 　 1　　 　　 　 　　 　　 　 　　 1
193，823 　1　178 ，833　1　　14，990

　 　 I　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 I

4．1　2　　　 27．2　】　　　 68．7
　 　 1　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 1
　 　 1　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 1
3．6　1　　　 26，9　1　　　 69．5

（注 1 ） 第1次か ら第6 次ま での 成長率 は各 5力年 計画 の 平均 成長 率 で あ り、GNP 成長 率 以外 の す べ て の 指標 は5力年

　　　 計 画 の最終 年度の 数値 で あ る。
（注 2 ） 各5 力年 計画 は それ ぞれ 次 の 期間を指す 。 第1次 （1962〜1966 年 ）、第2次 （1967〜1971年 ）、第3次 （1972 〜

　　　 1976年 ）、第 4次 （1977 〜1981 年）、第5次 （t982〜1986年）、第6次 （1987〜1991 年）。
（出所 ） 経済企 画院 『主 要経済 指 標』、韓 国銀 行 『経 済統 計 年報』各年版よ り作成 。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Association for Northeast Asia Ragional Studies

NII-Electronic Library Service

The 　Assooiation 　for 　Northeast 　Asia 　Ragional 　Studies

に して は韓国の 経済成長 を語れ ない とい う見方な

らば、政府政策の 重要性は認め る もの の 、それは

あくま で も市場で の 民間部門の 経済活動 を補完す

る もの で あ っ た とす る 見方 もあ る 。 例え ば、

Stiglitz　and 　Uy （1993）は 、 金融部門へ の政府介

入 の 経験 を事例 と して あげなが ら 、 韓国 を含む東

ア ジ ア 諸国 の 民 問部門 による競争 （コ ン テ ス ト）

を促進 し補完す るとい うとこ ろに政府政 策 の 意義

が あっ たとい う 「市場拡張的 な見解」 を堅持 して

い る
3｝。

　こ れ らの 欧米の 見方に対 して、韓国政 府の役割

に関する 日韓で の 見方は 、 そ の 肯定的な役割を概

ね認 め る もの が 主をな して い る 。 例えば 、 朴宇

煕 ・渡辺利夫 （1983）は優遇税制 、 輸出信用 に よ

る輸 出促進、政府 認可による輸入調整で 代表され

る貿易政 策に注 目 して お り、 金宗 絃 ・大西健夫

（1995 ） は 1970 年代の 重化学工業化に お け る金

融 ・財政政策の 活用と輸出志向工 業化政策の有効

性 に つ い て 論 じて い る
4）

。

　第 2 に、韓国経済の 急成長 の 要因として 、積極

的な技術導入 に よる技術発展 を取 り上 げる研究 と

して は次 の ようなもの があ る 。 朴宇熙 ・森谷正規

（1982＞ と 朴字煕 （1988）は、先進技術 の 導入に

よ る素早 い 吸収 を韓国経 済 の 高 度成長 の 原動力 と

位置づ け た 上 で 、1960年代 と1970年代 の 経済成長

を牽引 し た鉄鋼 ・機械 ・石油化学産業等に おける

具体 的な技術吸収過程に つ い て 日本の 事例 と比較

しな が ら分析 し て い る。また 、谷 浦孝雄 （1990）

は 政府 に よ る 技術導入 政 策や 民 問企業に よ る プ ラ

ン ト ・ラ イ セ ン ス 技術の 導入 を、関 口末夫 ・大野

昭彦 （1991）は 韓 国企 業 に よ る 先進技術の高い 吸

収能力 を、それ ぞれ 大 きな成長要因 と し て把握 し

て い る
5）

。

　第 3 に 、貿易 とりわけ輸出 の 拡大 を韓国の 経済

成長の 最重要要因 として 位置づ け る 見解 と して

は、次の よ うなもの がある 。 宋丙洛 （1992）は経

済成長 の エ ン ジ ン と して の 輸出拡大 の 役割を強調

し、韓 国 経 済 の 成長は 輸 出に よ っ て 点火 され
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（ignited）導かれ （led）、また持続 した （sustained ）

と述 べ て い る 。そ して、崔英
．．．・

（2004）は、1960

年代に お い て 有効需要の 少 なか っ た内需市場を中

心 とする 成長戦略を選択 しなか っ た の は 、賢明 な

こ とで あっ た と述べ て い る 。
つ ま り、韓国経済は

潜在的な比較優 位を もつ 製造業分野 に 資源を集中

させ て海外に輸出す る こ とによ り、持続的な高度

成長 を達 成で きたと い う こ とであ る
61

。

　 第 4 に、物 的 ・入的資本 の 形成 を成長 の 基本要

素 と見 る見解 で あ る 。 こ れ に 関 し て は、例 え ば

宋丙 洛 （1992）で は、外資導入 に よ る物 的資本 の

形成、優秀な労働者と経営者の 養成が韓国の経済

成長に お い て大 きな役割を果た した こ とが 明らか

に され て い る 。

一
方 、 服部民夫 （1987）で は 、

1960年代後半以降現れ た 農村か ら都市へ の 人口 の

急激 な移動 と、義務教育制度や高い 教育熱に基づ

い た人材 育成 によ り、経済成長 の 主体であ っ た国

民 の ポ テ ン シ ャ リテ ィ が 20世紀後半 に韓国で出現

した こ とを強調 して い る
7〕

。

　 こ こ で 、以 上 で 紹介 した諸要因 に 関する筆者 の

考えを整理 して お きた い 。まず、前述 の ように、

と りわけ欧米の 多くの経済学者 を中心 に 、政府政

策は韓国の 経済成長 の 最 も大 きな要因 として 取 り

上げら れ て きた 。 確か に、韓国の 経済成長 に とっ

て 、政府の 役割が大 きか っ た こ とは疑 う余地が な

い 。 しか しなが ら、そ うし た政策の 影響を受けな

が ら、実際 に 経済成長 を担 っ た の は 民間部門 で あ

る とい う点 に留意す る 必要があ る 。 言い 換える と、

民 間企業 の 積極 的な技術確保
・
海外市場開拓へ の

努力があ っ たか ら こ そ、韓 国の 急激な経済成長が

可 能 に な っ たの で はな い だ ろ うか 。

　 また、物 的 ・人的資本 の 形成は、韓国の 経済成

長 の 重要な要因 で ある と同時 に 結 果 で もあ っ た。

そ して 、先進 国か ら導入 さ れ た 物 的資本 と優 秀 な

勤労者や 技術者の 養成 は、天然資源 の 乏 しか っ た

韓 国 の 経済 成長 に と っ て 最も基本的な資源 とな っ

た の は 問違 い ない 。 た だ し、そ うし た 資源 は、民

間部門に よる 経済成長 の た め の 基礎的な投入要素
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に は なっ た もの の 、経済 成長 を直接導い た とまで

は 言えな い 。

　以上 の 理 由によ り、本稿 で は韓国経済に対する

分析 の 焦点 を 「技術」と 「貿易」に 当て る こ と に

した い 。 こ れ は、韓国の 経済成長に直接影響 を与

えた 2大原動力は技術発展 と貿易拡大で あ る と考

える か らで ある 。

3　韓国の技術発展 の特性 と限界

　1960年代初 め以来 の 韓 国 の技術発展の性格 と特

徴 を年度別 に まとめた の が、表 2 で ある 。

　 1960年代 の 韓国 の経済発展に お い て は経済の 自

立が 目標 と して掲げ られ た もの の 、外国技術 の 導

入 に必要 な資金が皆無だ っ たため、技術確保 の た

めには外国か らの技術援助や外資導入 に期待する

ほ かなか っ た 。

　1970年代に 入る と、資本財 や 中間財 の 輸入代替

工業化お よ び重化学工 業化が緊急課題 とな っ た。

こ うした背景の 下 で、機械 ・部品 や プ ラ ン トの 輸

入 を通 じて の 技術導入が急速に 進 ん だが、そ れ ら

の 部門に お ける輸入代替が 十分な成果を生 んだ と

は言い 難い 。
つ ま り、鉄鋼、造船 、電子、自動車

の よ うな量産型 産業にお い て 量的成長は行われた

もの の
8〕、それ らの 生産設備の 海外依存傾向は こ

の 時期 に 韓 国経済に 固着する結果となっ た の で あ

る 。

　
一

方、1980年代に は、国内的な景気 の 低迷だ け

で は な く、労働集約型産業 を基盤 とする 中国 や

ASEAN などの 後発途上 国 の 追い 上げ や 、先進 国

の 技術保護主義 の 強化 とい っ た国際的な圧力に よ

っ て 、韓国経済は厳 しい 状況 に 立た され た。そ の

た め 、韓国 の 各企 業は独 自の 技術 開発に よ る先端

産業の 育成を強 い られ、1980年代半ば か ら1990年

代半ば に かけ て 民 間企業 に よ る付設研究所 の 設立

と R ＆D 投資が急増 した。こ う した技 術 開発 に お

け る 急激な変化を表 して い る の が 、図 1 で あ る 。

　 こ の よ うな変化は、韓国経済が 「導入技術 と資

本財体化技術の単な る 学習 に よ る 生 産拡大 1 とい

っ た従来 の 技術発展 パ ター
ン か ら、「技術 ・資本

財導入 → 技術学習
・改良 → 独 自技術 開発」 とい っ

た
一

歩進 ん だ技術発展 パ ター
ン を目指 し始 めた こ

表2　韓国 の技術発展の 性格 と特徴

1960年代 1970 年代 1980年代 1990年代以降

経済発展 の 目標 経 済 の 自立

軽 工 業 の 育 成

輸入 代替工 業化

重 化学 工 業化

重化学 工 業化

技術集約産業 の 育成

高付加価値の 新技術
・

中核技 術 の 確保

技術 獲得 の 手段 技術援助

資本財輸入

ラ イ セ ン ス 技術導入

資本財輸 入

技術
・
資本財導入

独自開発

技術 ・資本財導入

独 自開発

中心 産業 労働集約産業

（繊維、衣 類等）

資本 集約 産 業

（鉄鋼 、造船 、石油化学、

電子等）

資本
・
技術集約産業

（自動車、半導体等）

資本・技術集約・新産業

（自動車、半導体、IT、
バ イ オ等〉

技術発展上 の

特徴

先進国か ら援助 ・輸入

され た 資本財 に国 内の

低 廉 な労働 力 が 結合

プ ラ ン ト技 術 を 中心

とす る 技術学習

規模 の 経済 を重視する

組立 加工 技術の 蓄積

技術発展パ タ
ー

ン変化

：既 存技術の 学習 ・改

良か ら独自的 な技術開

発へ の 変化を試み

IT技術 の 急 速 な 普及

最先端 の 新 技 術 開発

へ の 模索

技術発展上 の

限界

産業技術基盤の 未形成

の まま、労働集約的な

低位の 組立 技 術 の 学 習

機械や プラ ン ト輸入 を

通 じて の 技術導入

（ターン キー・ベ ース

で の 技 術 導入 ）

機械 ・
部 品 ・

素材 の

よ うな 中核技術 の 海

外依存 の 持続

多品種少量生産を可 能

とす る 基礎技術の 不 足

中小 ・ベ ンチ ャ
ー企 業

の 未整備
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（単位 ；億 ウ ォ ン 、％）
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（出所）韓国科学技術部 「科学技術 年鑑」1968年版 、　『科学 技術研 究活 動調査報告書』 1987年版、2004年版よ り作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 図1　韓国の R＆D投資の 推移

（単 位 　百 万 ドル ）
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（出所 ） 韓 国科学 技術部 「科学技術研 究活動調査報告書』1987年版、1995年版 、2004年版 よ り作成。

　　　　　　　　　　　　　　　図2　韓国の技術貿易の 推移
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とを意味して い る。

　で は 、 1 つ の ターニ ン グ ・ポイ ン トとなっ た と

もい える こ の 時期の技術発展に お い て 、そ の特性

お よ び 限界として は何が挙げ られ る だ ろ うか 。

　第 1 に、韓 国 の 技術発展が、少品種大量生産 の

可能 な部門に大 きく偏 っ て い た点である 。 自動車

産業で の 組立加工技術 の 蓄積に よる中小型車の 量

産、半導体産業で の DRAM 技術 の 確保とそ の 部

門で の特化生 産が、そ の好例 で ある。こ れ は、半

導体の ような ハ イ テ ク 産業の 推進 に お い て も、韓

国は技術的標準化
9）

の進ん だ部門の 中で 量 産効

果を最優先した こ とを意味する 。 こ の よ うな規模

の 経済の徹底的な追求が 、 韓国経済の急速な量的

成長をもた ら した こ とは確 かであ ろう。 しか し、

DRAM の ような技術 的標準化 の 進 んだ部 門にお

い て は、各国 の 過剰設備投資に よる価格低落が頻

繁に 起 こ っ て い る とい う点が端的に示す よ うに 、

量産型産業中心 の 技術 ・生産構造は決して 安定的

な構造 とは言 えない 。

　第 2 に、図 1 に示され て い る よ うに、こ の 時期

に 入 っ て研究開発投資が急増 した とは い え、相変

わ らず技術導入も急速に増えた 点である 。 こ の よ

うな事実は 図2 に示され て い る 。 こ れ は、1960年

代以降 の 韓国 の 技術発展が、先進国 で 生 まれ た

様 々 な新技術を導入 し、そ の 学習 を経 て 若干 の 改

良を加える パ タ ー
ン で あ り続け た こ と を意味す

る 。
つ まり、中心産業が労働集約的な軽工業 か ら

資本集約的な重化学 工 業 へ と変 わ り、さらに 同時

期か ら技術 集約的なハ イ テ ク 産業 を目指し始 め た

と は い え、外国技術 の 導入 か ら始 まる 「発展途上

国的な」技術発展 パ ター
ン に は 変化が み られ ない 。

さらに 、 その技術導入 も量産型産業の製品技術に

大 きく偏 っ た た め 、 そ れ ら の 産業を支える部品 ・

素材 ・機械に お け る韓国 の 技術水準 と先進国 の そ

れ と の 間には大 きな隔 た りがあ る 。 こ の よ うに 、

脆弱 な産業技術構造 を抱 えた まま、韓 国経済は主

として 量 的成長 を続けて きた の で ある 。

　 1990年代半ばまで に韓国経済は年平均 8 ％台の

高度成長を続け て きた が 、1997年に入 っ て 経済全

般に わた る深刻な危機に 直面した 。 こ の経済危機

は 、 1997年 7月に タ イで端 を発 した ア ジ ァ通貨金

融危機が韓国 に まで 波及した形をとっ て お り、 韓

国国内で相次 ぐ企業グル
ープ の 経営破綻 と通貨金

融不安 をもた らした 。

　 こ の ような経済危機の 教 訓か ら、1990年代後半

以 降、韓国で は財 閥や 金 融 シ ス テ ム の 改革
1ω、

IT をは じ め バ イ オ 、環境等の 新産業の 育成が 強

く叫 ばれ て きた
11〕

。 こ れ は 、韓国経済を牽引 し

て きた中心産業群が量 産可能な重化学工 業か ら、

新技術の 独 自開発に よ る ハ イ テ ク産業へ と変わ ら

なけれ ば な らな い こ とを、韓国政府も強 く認識 し

て い る こ とを意味 す る。こ れ に よ り、絶 対的な金

額 の 面 で は格差が残 っ て い る もの の 、現 在 の 韓 国

の R＆ D投 資比率 と先進 国 の それ との 間 に は大 し

た差がな い 。こ れ を表 した の が 、表 3 で あ る。

　 と こ ろ が 、大学 や 政府系研 究機関 さ ら に は
一

部

の 財 閥系列企業で は こ うし た新 し い 動 きが 台頭 し

て い る もの の、基礎技術や新技術 の 開発 の
一

翼 を

担 うべ き中小
・ベ ン チ ャ

ー企 業 は まだ 十分 に は 整

備さ れ て い な い 。さ ら に、1990年代後半 以 降進 め

表 3　R＆D投資にお け る国際比較

（単位 ：百 万 ドル 、％）

韓　国 ア メ リカ 日　 本 ドイツ フ ラ ン ス イギ リス 中　国

R＆D投資 25，999 284 ，584106 β38 54，283 36，618 31ρ37 72ρ14

GDP 比 2，64 2．62 3．12 2．50 2．20 1．88 1．23

（注 ）韓 国 、ア メ リカ、ドイ ツ の 場 合 に は2003 年 度の 数値、他 の 国 々 は 2002年度の 数 値 を表 し て い る 。

（出 所 ）韓国 科 学技術 部 『科学 技術研 究 活動 調査 報告 書⊥ 2004 年版 。
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られ た 政府 の 情報 化促進政策 は イ ン フ ラ の 面 で は

韓国をIT強国に押 し上 げた成果 を生 ん だ もの の 、

まだIT をは じめ とする 新産業が韓国経済を牽引

する段階に は 達し て い ない
12｝

。

4　 日韓貿易構造 の変化

4．1　日韓貿易構造の推移

　 日韓間の 貿易の 中で それぞれ相手国が 占める比

重 を み る と、2003年時点で 凵 本 の 対韓 貿易比 率

（日本の総輸出入額に対する対韓輸出入額の 比率）

は6．2％ であ る の に対 して 、 韓国 の 対日貿易比率

は14．4％であ る 。 そ して 、 同時点で 日本の 国別貿

易概況 をみ ると、韓国は輸出入 と もに 3番 目の 地

位に あ り、韓国 の 国別貿易 にお い て 日本 は輸出 の

面で は 3 番目で あ り、輸入 の 面 で は 1番 目の 地位

に ある
13〕

。

　表 4 は、1960年代以来の 日韓間商品貿易構造 の

推移を約10年お きに表した もの で ある 。 こ の 表を

通 じて 、韓国 の 工 業化以 降の 日韓貿易構造の 変化

と特徴 に つ い て 見 て み よ う 。

　 まず、韓 国 の 対 日輸出側 面 に おけ る 大 きな変化

として は、次 の 2 つ の 点が挙げ られる 。

　第 1 に、輸出産業構造の 高度化で あ る 。つ ま り、

輸出構造が 第 1次産業か ら軽⊥ 業へ
、 さ ら に重化

学工 業へ と重心が 移 っ て きて お り、 1995年以降は

重化学 工 業品 の 輸出が全体の 半分以 上 を占め る よ

うにな っ た 。

　 第 2 に、電気 ・電 子機器 の 輸 出比率 の 大幅 な増

加 で ある 。 こ の 比率 は1995年時点 で 急激 に増加 し

て い るが、そ の背景 に は、1980年代後半か らの 韓

国の 半導体輸出 の急増があ っ た。実際、1995年の

電気 ・電子機器部門の 対日輸出 の 中で、半導体が

占め る割合は 54．5％ で あ っ た。

　一方 、 韓国の対 日輸入側面に おける特性と して

は 、 次の 2 つ の 点が 指摘で きる 。

　第 1 に、重化学 工 業にお ける韓国 の 対 日依存の

深化 である 。 つ ま り、各年度に おけ る重化学 工 業

製品 の 対 日輸入比率 は徐 々 に増加 し、2003年度 に

は90％ を超 え て い る 。 こ れ は、前章で述 べ た1970

表4　韓国の対 日商品貿易構造の推移

（単位 ：％）

1965 年 1975 年 1985 年 1995年 2003年

輸出比率 輸入比率 輸出比率 輸入 比率 輸 出比 率 輸入比率 輸 出比 率 輸入比 率 輸出 比率 輸入比率

食料直接消費財 44．10 ．424 ．8 0．219 ．2 0．210 ．80 ，8 8，3 0．9

原　 　燃　　料 39．84 ．99 ．1 5．512 ．13 ，16 ，53 ．514 ．6 1．7

軽　 二L 　業　品 11，221 ．548 ．317 ，535 ．813 ，826 ．78 ．41t5 3．3

繊　維　製　品

非 繊 維 製 品

8．23

．020

．60

．936

．411

．910

．86

．723

．612

．2

637

．515

，511

．22

，65

．8

4．47

．1

1．32

．0

重 化 学 工 業 品 4．973 ．217 ．876 ．832 ．982 ．956 ．087 ．365 ．694 ，1

化　学　製　品

鉄 鋼 金 属 製 品

一
　般　機　械

電気 ・電子機器

輸　送　機　械

精　密　機　械

0．12

．70

，71

，10

．20

．1

33．119

．212

．53

．93

．41

．1

2．22

．93

．97

．80

．6

α4

18．917

．517

，911

．610

．30

．6

4．713

，24

．68

．51

．40

．5

15．014

．126

．120

，95

．01

．8

5、516

．15

，228

，3G

．20

．7

13．010727

．730

．13

．22

．6

10．110

．511

．928

．8172

．6

17．715

．118

．031

．03

．29

．1

合　　　　 計 100100100100100100100100 　 　 100100

（出所）韓国貿易協会 「貿易統 計 」各 年版 よ り作成 。
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年代か ら の 韓国 の 重化学 工 業化過程 にお い て 、日

本か ら素材 、 機械 、 部 品
14｝

とい っ た生 産設備 の

輸入が急増 して きた か らである 。

　第 2 に、重化学 工 業 の 中 で も機械 産業
15｝

の 対

日依存 の 深化 で ある 。 なか で も
…
般機械や 電気 ・

電子機器産業に お ける輸入比率は非常に 高い
16）

。

こ うした韓国の対 日貿易構造の特徴や変化 は 、 対

世界貿易構造 と比較すれ ば よ り鮮明 に浮か び 上 が

る 。 そ れ を表 した の が表 5で ある 。

　まず 、 韓国 の 対世界貿易特化係数 の 変化 と特徴

として は 、次の 2 つ の 点が挙げ られ る 。

　第 1 に 、 軽工業品に お け る 韓国 の 対世界輸 出特

化傾向で ある 。 つ ま り、 1950年代 と1960年代 の 繊

維産業 を中心 とす る軽 工業 の 発展 に よ っ て、1965

年に韓国はす でにかな りの 輸出特化状態 に な っ て

い た 。 とこ ろ が、こ の 特化係数の増加趨勢は時間

の経過とともに次第に減少 して い る 。 こ れ は韓国

の産業構造 の 高度化に も起因する が 、1980年代後

半 か ら の 韓 国 の 急激 な賃 金 上 昇 や 、中国や

ASEAN など の 後発途上 国に お け る労働集約産業

で の 追 い 上げ も大 きな要因となっ た 。

　第 2 に、重化学 工業部門で の 水平貿易の 進展 で

あ る 。 1965年に は ほ ぼ 完全輸入特化に近か っ た 重

化学工 業が 、1985年と 1995年に な る と ほ ぼ完全な

水平貿易構造 と な り、2003年 には若干 の 輸出特 化

に変わ っ て い る 。 そ の 中で特 に興味深 い の は、一

般機械、電子 ・電気機器、輸送機械産業で の 輸出

特化 であ る 。

　結局 、韓 国 の 対世 界貿易構造 は、1960年代 と

1970年代 に お け る 「軽工業部門 と重化学工 業部門

との 垂直貿易構造」か ら、1980年代以降に な る と

「重化学工業部門で の 水平貿易構造」へ と変貌し

て きた とい え る の である 。

　 こ れ に 比 べ て、韓国の 対日貿易構造は どう変化

して きた の だ ろ うか 。 最 も大 きな特徴 として は、

対世界貿易に お い て は水平貿易構造が強 ま っ た の

に 対 して 、対 日貿易 で は垂直貿 易構造が持続 した

こ とが挙 げ られ る。つ ま り、1965年 に は軽 工 業品

と重化学 工 業品 の 両方 とも韓 国 の ほ ぼ 完全輸入特

化 の 状態で あ っ たが、1975年 に な る と韓 国 の 軽 工

表5　韓国の 工 業製品別貿易特化係数の 推移

1965年 1975 年 1985 年　　　　　1995年
　 　 　 　 　 1

2003年

対世 界 対 日 対 世界 対 日 対世界 対 日 対世界 対 日 対世界 対 日

軽　工 　業　品 0．49 一〇．760 ．610 ．180 ．690 ．220 ．440 ．33O 、390 ，25

繊　維　製　品

非 繊 維 製 品

0．360

．71

一〇．81

−0．070

．510

．850

．280

，60

．780

．780

．430

．60

．570

．250

．550

．080

．410

．080

，220

，27

重 化 学 工 業 品 ・0，74 一〇，96 一〇，44 一〇．78 一〇．03 一〇．690 ，0で 一〇．530 ．20 ・0．49

化　学　製　品

鉄 鋼 金 属 製 品

一
　般　機　械

電気
・
電子機器

輸　送 　機　械

精　密　機　械

一〇．97

−0．2

−0．85

−0．67

−0．97

−0．95

一〇．99

−0．93

−097

−OB6

−0．97

−097

一〇．83

−0．14

−0．76

−0．09

−0．5

−0．18

一〇．88

−0．84

−0．79

一α51

−0，93

−O．5

一〇．5

α 14

−0，480

．080

．45

−0，21

一〇．69

−0．42

−0．71

拙 i
−0 ．75i

−0．67

一〇．4

−0．13

−0．570

．28

　 0．3

−0．64

一〇．75

−0．15

−o．9

−0．32

−0．79

一α84

0，04

・0．080

．220

．180

，78

−0．42

・0，56

−0，49

−0，51

・0．37

−0，58

−0，ア5

合　　　　　計 一〇．45 一〇．63 一〇．18 一〇．31 一〇．01 一〇．25 一〇．04 一〇．310 ．21 一〇．34

（注） 貿易 特化係 数 は （輸出一
輸入 ）／ （輸出十 輸入 ） に よ っ て 求 め られ る。こ の 係 数 は、完 全 輸出 特 化の 場 合 に は プラ

　　 ス 1、完全 輸入特 化 の場 合 に は マ イナ ス 1に な り、完全 な水 平貿 易 の場合 に は0で ある。

（出所 ）表4に 同 じ。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Association for Northeast Asia Ragional Studies

NII-Electronic Library Service

The 　Assooiation 　for 　Northeast 　Asia 　Ragional 　Studies

韓 国の 技術 発展 と 日韓貿易構造 の 変 化 　71

業品の輸出 と重化学工業 品 の 輸入 と い う垂直貿易

構造が定着 した 。 こ の ような構造 は1995年 を経 て

2003年に なっ て も依然 として続い て い る 。

　そ の 最大要因 と し て は、表 4 か らも確認 したよ

うに 、 重化学工 業の 中で もとりわ け機械 産業 にお

い て 韓 国の 対 日依存度が 著 しか っ た こ とが挙げ ら

れ る 。 で は、こ うした機械産業の 各部門に お ける

産業内貿易の 度合 い はどれ くらい の程度で あ り、

また どの ように展開され て きたの だろうか 。 次は

こ の 点に つ い て詳し く見 て みる こ とにしよう。

4．2　産業内貿易の 展開

　産業内貿易 の 進展 の 程度を計る代表的な指 数 と

して は、グ ル
ーベ ル ＝ロ イ ド指数 17）が あ る 。 こ

の 指数に よっ て、日韓の 機械産業 に お け る 産業内

貿易 の 推移をみ た の が、図 3 で あ る 。

　図 3 か ら、機械産業全体で は、産業 内貿易 が あ

る程度進展 した こ とが分か る 。 た だ し、こ れ を個

別 の 産業 ・部門 レベ ル に 下 りて み る と、必ず しも

そ うではな い
。

つ まり、 産業内貿易が急増 した産

業 ・部門 もある反面 、 それ ほ ど増加 して い ない 産

業 ・部門も存在す る 。 そ こ で、こ うした産業内貿

易の特徴 とそ の 変化 を具体的 に見てみ よ う。

　こ の 図を見る と、電気 ・電子 機器 産業 に属す る

2 部門 と他の 3 つ の 産業に属す る 6 部門が 明瞭 に

対比 され る こ とが分 かる 。 つ ま り、電気
・
電子機

19876543210　

000000000

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2003

十 72　特 殊 産業 用機械 一日一73　金 属工 作機 械　　一△− 76　通信
・録 音機 器 ＋ 77　電 気機械

＋ 78　道 路 走行 車両　　一e− 79　その 他輸送 装備 一
←
− 87　専門 科 学機器　　

一・− 88 　写真機器 ・時計

（注 1） 産業内貿易 指数 は グル
ーベ ル ＝ロ イ ド指 数 （GL ）で あ り、以 下 の よ うに計 算 される。

　　　　　　　　　　 IXk − MkI
　 　 　 　 GL ＝ 1 −
　　　　　　　　　　　（Xk ＋ Mk ）

　　　こ こ で Xk は k 産業部門で の 韓 国の対 日輸出 （も しく は 日本の 対韓輸出 ）、Mk は k 産 業部門 で の 韓 国の 対 日輸

　　 入 （も し く は 日本の 対韓輸入 ） で あ る。こ の 指数は 1 に 近 い ほ ど産 業 内貿易 が 活発 で あ り、0 に近 い ほ ど産 業

　　 内貿易 が 行 わ れ て い な い こ と を示 す。
（注 2）各 部 門 はSITC2桁に そっ て 分類 されて い る。こ の 分 類に よ る と、一

般 機械 （71 原 動機 及 び設備 、72特 殊産業用

　　 機械、73金 属工 作機械、74産 業用一般 機械、75事務用機械〉、電気 ・電 子機 器 （76通信 ・録 音機 器、77 電気

　　　　　、輸送機械 （78道路 走 行車 両、ア9その 他輸送装備）、精 密機 械 （87専門科学機器 、88写 真機 器 ・時計）　　 機械）

　　　となっ て い る。従 っ て、各 産 業 に 属 す る2つ の 部門 を比較 す る ため に、こ の 図 に は
一
般機械産 業の 5部門 の 中か

　　　ら、日韓間の 貿易量の 多 い 2部 門の み を表 して い る。
（出所 ）表4に同 じ。

図3　日韓の機械産業 に お け る産業内貿易指数の推移
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器産業に属する 2部門で は 雇業内貿易 が 活発 に行

わ れ る よ うに な っ た の に 対 して 、一一
般 機械や 輸送

機械、精密機械産業 に 属す る各部門 で は 産業 内貿

易 が そ れ ほ ど増加 し て い ない の で あ る 。

　 と こ ろ が、前 出 の 表 4 を見 る と、1970年代以降

若干 の 産業内貿易 の 進展 を見せ て い る輸送機械産

業と、それほ ど大 きな変化を見せ て い な い 精密機

械産業は、他 の 2 つ の 産業に 比 べ て韓国の 対 日輸

出人 の 比率がかな り低い こ とが 分か る 。
こ の た め、

こ の 両産業は、日韓貿易構造に お い て そ の重要性

が 減少する とい えよ う。

　 こ うした事実を踏まえて 考えると、機械産業 の

産業内貿易だ けではな く、H韓 の 貿易構造全体 に

お い て も最 も重要 な意味 をもつ の は、一
般機械産

業と 電気 ・
電子機器産業 とい う 2 つ の 産業 の 対照

的 な側 面である 。 す なわ ち、…
般機械産業に属す

る 2 部門 で は産業内貿易の 程度が か なり低 く保た

れ て きた の に対 して 、 電気 ・電子機器産業に属す

る 2 部門に お い て は 、 と りわ け1990年代半ば まで

に産業内貿易が 急増 して きた の で ある 。

　結局、こ うし た事実は 「一般 機械産業で の 韓国

の 対日輸入比率 の 激 しさ」を示 して お り、特殊産

業用機械や金属 工 作機械 の ような資本財技術 に お

け る対 日依存関係 の 強 さを示 して い る 。 従 っ て 、

技術蓄積に お い て相 当の 技術 的 ノ ウハ ウが要求さ

れ 、 しか も技術学 習期間 の 長 い 資本財産業で は、

韓国 は 日本 の 機械 ・部品技術 に 頼 り続 けて きた と

言える 。

　他方、電気 ・電子機 器産業で 産業内貿易が 急増

した の は、半導体をはじめ として通信 ・録音機器

の ような 「技術的 に標準化さ れ た部品や 製品」の

対 日輸 出 の 増 加に よ る もの で ある 。 こ れ は 、製

品 ・工程技 術 に おける標準化が 進ん で 量産効果 の

大きい 電気 ・電子機器産業で は、それ らの 技術 の

導入
・
学習

・自主開発 とい っ た「発展途上国的な」

技術発展が、韓国 の 中で 急速 に行わ れ た こ と を物

語 っ て い る。

4．3　 日韓貿易構造か ら み た韓国技術発展 の特性

　以 下 で は、前で 分析 した 日韓貿易構造 か ら 第 3

章で 考察 し た 韓国 の 技術発展 を 検討す る こ と に よ

り、そ の 特性 と限界 を明 らか に したい 。

　 1960年代以 来の 約40年間の 工 業化過程 に お い

て 、韓国は 「労働集約産業群 → 資本集約産業群 →

量産可能な技術集約産業群」とい っ た 中心産業群

の 変貌と、こ れ ら の 産業群で の技術発展を成 し遂

げた 。 こ れ らの 産業群の技術的特性を見る と 、 製

晶技術 （product 　technology ）の 多 くはすで に 一

部 の 先進国の 中で技術的標 準化が進 ん だもの であ

り、多くの 工 程技術 （process　technology ）は機

械設備 に体化され て い る もの で あ っ た こ とが分か

る。そ して、韓国がそ うした産業技術を学習する

に あた っ て は、製品技術 は主 に ラ イセ ン ス技術の

導入を通 じて 、また 工程技術は 主 に輸入機械 ・部

品に体化され た技術を通 じてそ の 学習が行われ て

きた 。

　 こ れに対 して 、最先端 の 製品技術 と高性能 の 機

械 ・部品を直接作 れ るτ程技術 に つ い て は、韓国

で は未だ に 十分 な学習が行 われ て い な い 。そ の た

め、1990年代半ば以降に お い て も、工作機械 の よ

うな機械類、各産業で使われ る核心部品、非メ モ

リ
ー

半導体の ようなハ イ テ ク分野に お ける製品 ・

工程技術に つ い て 、韓国は 日本を は じめ とする先

進国へ と大 き く依存し続け た の で ある 。

　結局、韓国の よ うな基盤技術の 蓄積の 乏しか っ

た発展途上国に お い て は、短期間 の 技術学習 と大

量生 産の 容易な製品
・工 程技術の 学習か ら技術発

展が始ま る の は、や むを得 な い 側面 もあ る。しか

し、量産可能な機械 産業 は もち ろ ん の こ と、量 産

が難 しい 資本財産業 や 最先端 の ハ イテ ク 産業に お

い て も技術 的強 さを誇 っ て い る 日米の 産業構造 を

見 る と明 らか な よ うに、先進国 の 場合は製品
・工

程技術が バ ラ ン ス よ く発展 して い る 点が発展途 上

国 と の 大 きな違 い と な っ て い る 。 技術 的標準化 の

進ん だ 量 産 型 産業 群 に つ い て は、生産 コ ス トの 低

い 発展途 上 国へ の 移転 が 進 め ら れ て い る 反面、先
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進国 に お い て は 、 将来の 成長可能性 と付加価値の

高 い 、多品種少量生産的 （フ レ キ シ ブ ル ）な工 程

技術 の 発 展が主流 とな っ て い る 。

　こ うした観点か ら見る と、1996年12月 に OECD

に加盟 した とは い え、依然として技術的標準化の

進ん だ製品技術 と機械設備に体化さ れ て い る 工 程

技術に大きく偏 っ て い る韓国の 産業技術は、未だ

に 「発展途上国的な」技術構造 に とどまっ て い る

と言わ なければな らな い 。 また 、 こ の よ うな韓国

の 産業技術構造 の 偏 りは、韓国 の 対先進国貿易 、

とりわ け 「垂直貿易」 の 性格 の 強 い 対 日貿易構造

の 中で 顕著に 表れ て い る とい えよう。

5　日韓 FTA へ の 示唆
一

結び にか えて

　本稿 で は、1960年代以 来の 韓 国経済成 長の 2大

原動力で あ っ た技術発展 と貿易拡大に つ い て分析

し、さ らに 日韓貿 易構造 の 変化か らみ た場合 の 韓

国技術発展 の 成果と限界に つ い て 論 じた。以下 で

は、本文 で の 分析 結果 を 踏 ま えなが ら、締結に 向

けて 両国の 問で 議論 が進 め ら れ て い る 日韓FTA

に おける韓国側 の 立場 を触れ て 結 び に か えた い 。

　日韓FTA に 対す る 懸念材料 と し て、日本で は

農業 自由化が最大 の 焦点 と な っ て い る 。 こ れ に は

日本 の 貿易自由化交渉 の 場 で 常 に 政治問題化し て

きた農業 とい う象徴的な意味はあ る もの の 、2003

年の 日本の農水産物輸入に 占め る韓国産 の 割合 が

2．5％ にす ぎな い こ とか ら分か る よ うに 、実際 に

は大 きな意味を持た ない
。

　一
方、韓 国には 、 日本の 鉱工 業品、とりわけ

一

般機械 や各種 中核部 品の 輸入 が急増 して対日貿易

赤字が膨 らむ との 慎重 な意見がある 。 最近の 日韓

FTA 議論で 日 本 が積極 的で韓 国が消極 的な姿勢

に 回 っ て い る点を考慮すれ ば、こ の 韓 国側 の 慎重

意見がFTA 締結 に お ける最大 の 難問 で あ る よ う

に 思 える 。

　本稿 の 分析で は 、こ の ような難問 に 対 して 厳密

な意味で の 答えを提示 したわけで はない が、次 の
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ような示唆 を与えた と考えられ る。

　韓国側の 立場か ら見れ ば、韓国の 対 日貿易赤字

の増大が 予想され る 般 機械や各種中核部品の よ

うな資本財産業で、近 い 将来に韓 国が 日本 と 対等

に 競争 で きる技 術競争力 を確保 で きる の か、また

それが韓 国 に と っ て 最善 の 戦略 な の か とい う問題

を真剣 に 考 えなければな らな い 。

　本文 で も述 べ た ように 、韓 国経済 は技術的標 準

化 と量 産効果の 高い 産業 ・部門を選択 し、それ ら

の製晶生 産 に 必要な資本財を輸入 して、量産 した

製品を輸出する とい うこ とを基本戦略 として 位置

づ けなが ら成長 して きた 。 従っ て 、 こ の よ うな経

済体制 に変化が ない 限 り、国内で資本財産業を含

むあ らゆ る産業 を完備す るとい う、1980年代 まで

の 日本 の よ うな フ ル セ ッ ト型産業構造を確立 する

の は難 しい だ ろ う 。 言 い 換 えれば 、 韓 国 の 産業技

術発 展戦略 に 根本的 な変化が生 じな い 限 り、 先進

国水準の 資本財技術を確保する の が 難 しくなる と

い うの は、1980年代半ば以来韓国で 資本財技術 の

国産化が強 く叫ばれ て きた に もか か わ らず、1990

年代以降 に な っ て もこ れ らの 部門 で の 韓国 の 対 日

貿易赤字が拡 大
・
累積され て きた こ とが 証明して

い る。

　
一

方、将来 の 韓 国経済 に と っ て 、国内に 限定 さ

れ て い る物 的 ・人的資本 の 多 くをこ うした資本財

産業の 育成 に集中させ る の が将来 の 利益に つ なが

る の か 、ある い は 既存の 量産可能な製造業部門 と、

競争力を確保 し て い る
・
部 の 資本財部 門で の 強 さ

を さ ら に 磨 き な が ら、最先端 の ハ イ テ ク 産業へ と

資源 を集中 さ せ る の が有利な の か に つ い て も慎重

に 考慮す る 必 要 が あ る 。

　他方、今 目に は 日本さ え グ ロ ーバ ル な観点か ら、

生 産 の 最適 立 地 を求 め て 各国 と の 産業間 もしくは

産業内分業体制 を築 い て お り、そ の 過程で FTA

を有効に活用 して い る 。 また 、韓国 が 日本 との 間

で 進め よ うとす る FTA は 、相 互 補 完的 な 関係 の

強化を通 じて 両 国 の 利益 を 拡大 させ る と い うと こ

ろ に そ の 意義があ る とす れば、韓 国 は こ れ ま で の
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経済成長に お け る 基本戦 略で あ っ た 「選 択」 と

「集中」を新 しい 次元で強化 して い くべ きで あ ろ

う。

　 と こ ろ で 、資本財産業 とい っ て も、標準型NC

工作機械や 自動車エ ン ジ ン の 国産化か ら分か る よ

う に、1980年代以降 に 財閥中心 の韓国企業が
一

部

の 分野 で技術競争力 と生産規模を伸ば して きた の

も事実 で あ る 。 従 っ て 、現在韓国が 技術競争力を

確保して お り、また将来その 可能性が 高い 資本財

部門に お い て は自ら競争力を強化 して い く必要が

ある 。 そ の 過程で 、 韓国に と っ て 日本と の FTA

締結は 、 技術移転と直接投 資の 誘致 を通 じて 、韓

国経済が まだ技術競争力 を確保 して い ない 部 門 に

お い て 日本 の 先進技術 を導入 ・学習 で きる とい う

意味で有効であると判断 される 。

【注 ｝

1） 発 展 途 上 国 の 急 速 な 経済 成 長 と キ ャ ッ チ ァ ッ プ を分

　析す る 欧 米 中心 の 開発 経済 学 で は、そ の 好 例 と して 日

　本 と韓 国 を頻 繁 に 取 り上 げて きた。そ の 分野で 活躍 し

　て い る多 くの 経済 学 者 た ち は、戦 後 日 本の 高度成長の

　最 も大 き な要因 を、通産省 を中心 とする 政府の 効果 的

　な規制 ・
行政 指導政 策に 求め て い る。そ して 、韓 国の

　急 速 な 経 済 成長 を、政 府主 導 型経 済 成長 政 策 が 成功 し

た も う
一

つ の 例 と し て 取 り扱 っ て い る。日本 と韓 国 を

　は じ め と す る ア ジ ア NIEs を 分析 す る 開発 経済 学 の 分 野

　で 、こ の よ うな 「政 府 調整 的 な見 解」 を示 して い る 代

　表 的 な文献 に は、次 の ような もの が ある。Johnson，　C．

　（1982）、Deyo ，　F．C．（1987）、　Haggard ，　S．（1990）、

　Fitzgerald，　R，（1995 ）。

2）Amsden ，　A ．（1989 ），p．8。

3 ）Stiglitz，　J．　and 　Uy，　M ，（1993） を参 照。

4 ） 朴宇煕 ・渡辺 利夫 （1983 ） の 第 2 章、金宗絃 ・大 西

健夫 （1995）の 第 2章 を参照。

5 ） 朴宇煕 ・
森 谷 正 規 （1982） の 第 3 ・4 章、朴 宇 煕

　（1988）の 第 2 ・3 章、谷浦孝雄 （1990 ） の 第 4 章、関

　口 末夫
・
大野 昭彦 （1991 ）の 第 4章 を参照。

6 ）宋 丙 洛 （1992 ） の 第 8 章、崔 英
一

（2004） の 第 1 章

　を参 照。

7 ）宋丙洛 （1992）の 第 8 章、 服部民 夫 （1987） の 第 3

章を参照 さ れ たい
，、た だ し、こ の よ うな見 方 と 東 ア ジ

　ア の 高度 成長 の 限 界 を指摘 した Krugman （1994）の 見

　方 との 間 に は大 きな違 い が あ る こ とに も留意 する 必 要

　が あ る。要 す る に、TFP 分析 を通 じ て Krugman は 、

　韓国を含む東ア ジ ア の 「経済奇跡」 とい うの は、海 外

　 か ら の 資本 導 入 と 国 内で の 労 働 力投 入 と い う 2 大 要素

　 に よ っ て その 大 部 分が 説 明 され、そ こ に は 成 長 を持 続

　 させ るの に 必 要な技術進 歩 も し くは 生産性上 昇は ほ と

　ん どなか っ た と指摘 して い る 。 こ れ に 対 して、本 文で

　紹介 した 見方 に よ る と、韓 国で の 物的 ・人 的資 本 の 形

　成が その 後 の 資本 ・労働 生 産性 の 上 昇 を もた ら し、主

　に 先進技術の 応 用 と い う形 で の 技術 進歩 を促 した こ と

　 を明 らか に して い る。

8 ）韓 国政 府 に よ る 積 極 的な重 化学 工 業 化 政策 と、現 代、

　三 星、ラ ッ キ
ー金 星な どの 財閥企業の 重化学 工 業へ の

　参 入 に よ り、こ れ ら の 産 業 群 は急 成 長 して い っ た 。 鉄

　鋼産業 におい て は、浦 項 総合 製 鉄所 が ユ970年 に着 工 さ

　れ、1973年 に は粗 鋼 換算 年産 100万 トン 規 榎 で そ の 第 1

　期 工 事 が 完 成 さ れ た。造船 産業 で は、ユ974年 の 現 代 造

　船 の 竣工 に よ っ て 26万 トン ・タ ン カーが 完 成 され 、電

　子 産業 で は カ ラーテ レ ビ や テ ープ レ コ ーダーな どの 生

　産 と輸 出 （1976年 に10億 ドル を突 破 ）の 拡 大 が あ っ た。

　 また、自動 車産 業で は、1974年 に 国産車の ポ ニ
ー

が 開

　発 され、1976年 に は 最初の 輸出 を成 し 遂げた。朴宇

　煕 ・渡 辺 利 夫 （1983） の 第 3 章、服 部民 夫 （1987 ） の

　第 4 章を参照。

9 ） 本稿 で 言 う技術 的標 準 化 と は、開発 され た技 術 が 各

　企 業 に ど の く らい 拡散 （普 及） した か に よ っ て 決 まる

　 「相対 的 な」概 念 で あ る。つ ま り、技 術 フ ロ ン テ ィ ア で

　生 まれ た新技術が 他 の 多 くの 企業 に まで 普及 す る と、

　 こ の 技術 は 標準化が 進 む こ とに なる 。 また 、一
部の 企

　業の み が 保 有 して い る 技 術 が あれ ば、こ の 技 術 は 標 準

　 化 され て い な い と 言 え る、、従 っ て 、あ る 技術 が 生 まれ

　て 普及 し て い くに つ れ て 、そ の 技 術 の 標 準化 の 程 度 は

　変 わ っ て い くの で あ る。こ う した 技術 的標準化の 進展

　に よ る技術 の段 階区分を行 っ た代表的な研究 と して は、

　Vernon （1966）型 の 「製品の ラ イ フ ・サ イ ク ル 」や、

　Griliches（1957 ）の ロ ジ ス テ ィ ッ ク曲 線 に 基づ い た 製

　 品普 及の 3 段 階論 が ある、

10） 財 閥 を中心 とす る 企業 構 造改 革 の 中 で は、多 くの 英

　米流 の 制 度が 導入 された。例え ば、外国 人の 株式投資

　に 対する 制限 を撤廃する こ とで 国 内M ＆A 市場 を活 性 化

　 し、企 業の コ
ー

ポ レ
ー

ト ・ガ バ ナ ン ス にお い て は社 外

　取締役の 選 任を義務化 し、大企 業 の 会計 制 度 の 面 で は

　連結財 務諸 表 を導 入 した。一
方、金融 シ ス テ ム の 構造

　改 革 に お い て は、不 良債 権 の 処 理 と金融 機関 の 合併 を

　促 す ため に、1997年 か ら2004年まで の 期 間 中 に 164兆 8

　千億 ウ ォ ン の 公 的資金が 投入 され た 。 サ ム ス ン 経 済 研

　究所 （2004）の 第 2章 を参照，、
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ll）2001年末韓国政 府が 発 表 した 「科 学 技 術 基 本計 画」

　には、今後集中的な科学技術投資を通 じて 育 成 す る 6

　部 門 として、情 報技術 （IT）、バ イ オ 技術 （BT ）、ナ ノ

　技術 （NT ）、宇 宙 航 空 技 術 （ST ）、環 境技術 （ET ）、

　文 化技術 （CT ） を挙げ て い る。い わ ゆ る 6T と呼 ば れ

　て い る こ れ ら の 部 門 に、2002年 か ら2006年 まで の 5 年

　間、新技 術 開発 に 12兆 8 千億 ウ ォ ン 、大学教 育等 の イ

　ン フ ラ 整備 に 2 兆 2 千 億 ウ ォ ン が投 入 され、2正万名の

　専門入 力を養成 する とい うプ ロ ジ ェ ク トが進め られ て

　い る。サ ム ス ン 経 済研 究所 （2003年 ）の 第 3章 を参 照 。

12）通 貨 金融 危 機 以 降の 産業の 生産伸 び率 を 見 る と、IT

　産 業 が 1997年 の 30 ．5％ 、1998 年の 20．7％ 、1999年 の

　36．0％、2000年の 35．8％ とい う高 い 成長 を 見せ て い る の

　 に対 して、非IT産 業の 場 合 には 同時期 に3．3％、− 9．0％ 、

　8．1％、5．7％ とい う低成長に と どま っ て い る。しか し、

　GDP の 中で 占め る 割合 を見 る と、同時期 に IT産 業 が

　7．7％ 、10，0％、12．3％、15，3％ で あ る の に 対 して、非IT

　産 業は 92．3％、90．0％、87．7％、84，7％で あ り、非IT産

　業 の 割合は徐 々 に 低下 して い る もの の 、依 然 と して 高

　 い 比 重 を占 め て い る 。 サ ム ス ン 経済研究所 （2003年 ）

　 の 第 1 章 を参 照 。

13）韓 国 貿易協 会 『貿 易 統 計 」 2003年版、通商産業省

　『通 商白書』2GO4年版。

14） 韓 国 の 場 合、工 業部 品の 海外依 存の 傾 向が 極 め て 高

　 い 。つ ま り、内需 に お け る 輸入 の 比 率で 計 る 輸入 依 存

　度は、198G年代初 めか ら半 ば まで の 期 間 平均 で 完成品

　が 27％ 程度で あ る の に 対 して、部 品の 場合 は40％ 前後

　 に 達 して い る。特 に、日本か らの 部 品輸 入 の 割 合が 高

　 く、同期 間 に お け る 日 本 か らの 部品輸 入 は、平均 す る

　 と、部 品 輸 入 全 体 の 50 ％ を 越 え て い る 。産 業 研 究 院

　 （1988＞の 第4章 を参 照 。

ユ5）機械産業 は統 計 分類 に よ っ て そ の 範囲が 異な る よ う

　 に な る が、本稿 で は機 械 統計 分 類 で よ く使 わ れ て い る

　産業中分類 を採用す る。こ れ に よる と、一
般機械、電

　 気 ・電 子機器、輸送機械、精密機械 の 4 産 業 が機 械 産

　 業 として 補捉 され て い る 。 総務庁 『日本標 準産業 分類 」

　 （1993年 10月 改 訂版 ）、通商 産 業 大 臣官房調 査 統計部編

　『機械統計年報亅 （1995）。

16） こ の 両 産業 と も2003時点 で 日本が 韓 国 に と っ て 最大

　 の 輸 入相 手国 で あ り、こ うした著 しい 依 存 傾 向 は貿 易

　 収 支 の 面 か ら見て も鮮明 に 表れ て い る。つ ま り、1975

　 年 の 対 日総 貿易 赤字は 約 9 億 4 千万 ドル だ っ た が、そ

　 の 過 半 を 占め る 5億 5 千万 ドル が こ の 両 産業か ら の 赤

　字で あ っ た。また、1985年 にな る と対 日総 貿易 赤字30

　 億 ドル の 90％ を越 え る 28億 4千万 ドル 、1995 年 時点 に は

　 対 日総 貿易 赤字12G億 ドル の 中で や は り90％ に 近 い 105

　 億 ドル が、こ の 両 産業 に よ っ て もた らされ た。さ らに、

　2003年時点 に お い て は対 日総 貿易 赤字168億 ドル の 中で
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　62％ に あ た る 103億 ドル が、こ の 両産 業 か らの 赤 字で 占

　め られ て い た ． 従 っ て、韓国の 対 日貿易赤字の 累積
・

　拡 大 は、一
般 機械 産業 と 電 気 ・電子機器産業で の 対 日

　依存 に 起 因す る とい っ て も過 言で は な い ． 韓 国貿易協

　会 『貿易統計』各年版。

17） GrubeL　H ．　G，　and 　P．　J，　Lloyd　（1975＞、　 pp ．20−22。
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Technological  Growth in Korea  and  Changes

       in Japan-Korea  Trade Structure

Jeong Seung-Yeon

(Inha University. Faculty of  International Trade and  Regional Studies>

   The  goal of  this  paper  is to analyze  the

Korean  economic  growth  by considering

technological growth  and  expansion  of  trade,

and  thus to illuminate achievements  and  limits

of that growth  in the trade structure  between

Japan and  Korea.

   The  most  distinct feature in technological

growth  in Korea  since  the 1960s  could  be as

follows, First, the Korean technoLogical growth

focused on  the  areas  of  producing  in large

volume  of production in small  diversities. Good

examples  are  the mass  production of  small-  and

medium-sized  cars  on  the basis of accumulation

of  technological capacities  in manufacturing  and

assernbly  in the  auto  industry and  the

development  of  DRAM  technology  and

production  of  goods  specialized  in this area  in

the  semiconductor  industry. Second, even

though  Korean  firms  accelerated  their

investment in research  &  development in the

1990s, they  also  expanded  the  size  of

introducing technologies from  foreign nations  at

the  same  time. It means  that  the  Korean

economy  has still  relied  on  the 
`developing

country's  pattern'  of  technoiogical  growth

originating  from importing foreign technologies.

   On  the other  hand, the most  significant

cases  in the trade pattern between Japan and

Korea  is the contrasting  features in general

machinery  and  electric-electronic  supply

industries, In the general machinery  industry,

including machine  tool and  industrial machinery.

the amount  of  intra-industry trade  between

those  two  nations  stayed  at very  low  levels

while  the counterpart  in the  electric-electronic

supply  industry grew  very  fast. This finding

shows  that Korea  continues  to depend on  the

Japanese technological capacity  in machinery

and  supply  industry  as  the  capital  goods

industry cailed  for the long period of learning.

In contrast  the finding also  exhibits  that Korea

rapidLy  caught  up  the Japanese capacity  in the

electronic  parts and  home  appliance  industry

relying  on  mass  production technology  through

technological  standardization.


